
Ⅰ 予算額

対前年度
増 減 率

対前年度
増 減 額

令和６年度
当初予算

令和７年度
当初予算区 分

1.2 81.86,597.86,679.6一 般 会 計

2.3 44.71,953.61,998.3特 別 会 計

▲3.2 ▲22.3687.0 664.7 公 営 企 業 会 計

（単位：億円、％）

1



Ⅱ 予算案のポイント
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福祉
【写真例】
・保育園の登園風景

（親・子・保育士）
・保育園で遊ぶ子ども

福祉or 農政
【写真例】
・外国人の働く風景

（介護現場 or 農業）

総合
【写真例】
・若者・女性



○ 一般会計の予算規模は、社会保障関係費などの補助費等の増により、6,680億円（対前年度81.8億円、

1.2％増）

○ 平成14年度から平成20年度までの７年間で1,000億円超減少した後、平成21年度から平成30年度までは、

国の経済対策等もある中、ほぼ横ばい

○ 令和元年度に「防災・減災、国土強靱化対策」の追加等により、平成17年度以来6,000億円台となり、

令和３年度から令和５年度までは、新型コロナ対策等に伴い増加

○ 令和６年度以降、新型コロナ対策等が減となったものの、6,500億円を超える規模を維持

７６５４３２令和元年 度

1.2▲3.56.62.62.11.34.0対 前 年 度 比

○一般会計当初予算の対前年度比の推移 （単位：％）
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※ 平成19、23、27、令和元、５年度は６月補正後（以下、同じ）
※ 平成27年度の1,200億円は口蹄疫対策転貸債等償還金

6,979

Ⅲ 予算案の概要 （１） 予算規模
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〇 自主財源は、県税の増等により、2,844億円（対前年度66.5億円増）､比率42.6％（対前年度0.5ポイント

増)

〇 依存財源は、国庫支出金の増等により、3,835億円（対前年度15.2億円増）､比率57.4％（対前年度0.5

ポイント減)

対前年度
増減

令和６年度
当初予算

令和７年度
当初予算区 分

0.542.142.6自 主 財 源

▲0.557.957.4依 存 財 源

0.0 100.0100.0歳 入 合 計

（単位：％）
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対前年度
増減率

対前年度
増減額

令和６年度
当初予算

令和７年度
当初予算区 分

2.4 66.52,777.6 2,844.2 自 主 財 源

0.4 15.23,820.23,835.4依 存 財 源

1.2 81.8 6,597.86,679.6歳 入 合 計

（単位：億円、％）

＜構成比＞

Ⅲ 予算案の概要 （２） 歳入予算の特徴



Ⅲ 予算案の概要 （２） 歳入予算の特徴 ①自主財源

対前年度
増 減 率

対前年度
増 減 額

令和６年度令和７年度
区 分

構成比当初予算構成比当初予算

2.4 66.5 42.12,777.6 42.62,844.2 自 主 財 源

4.750.7 16.31,072.416.81,123.1県 税

1.9 10.4 8.2542.48.3552.7地 方 消 費 税 清 算 金

▲27.0▲6.9 0.425.80.318.8分 担 金 及 び 負 担 金

▲0.1▲0.1 1.494.11.493.9使 用 料 及 び 手 数 料

20.52.50.212.3 0.214.8 財 産 収 入

▲29.8▲1.5 0.15.0 0.13.5 寄 附 金

6.634.2 7.8516.1 8.2550.3 繰 入 金

(▲1.2)(▲4.1)(5.0)(332.2)(4.9)(328.1)( う ち 財 政 関 係 ２ 基 金 )

－0 0.00 0.00 繰 越 金

▲4.4 ▲22.6 7.7509.67.3487.0諸 収 入

７６５４３２令和元年 度

42.642.141.640.238.838.938.3自 主 財 源 比 率

○自主財源比率の推移（当初予算ベース） （単位：％）

○ 県税は、個人県民税や法人事業税の増等により、1,123億円（対前年度50.7億円、4.7％増）

○ 地方消費税清算金は、全国の地方消費税総額の増により、553億円（対前年度10.4億円、1.9％増）

○ 繰入金は、基金からの繰入れの増により､550億円（対前年度34.2億円、6.6％増）

○ 諸収入は、中小企業融資制度貸付金元利収入の減等により､487億円（対前年度22.6億円、4.4％減）

○自主財源の状況 （単位：億円、％）
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※ 令和６年度は２月補正後、令和７年度は当初予算編成後の見込額
※ 令和３年度以降は地方交付税の再算定や県税収入の増等に伴い基金残高が増

７６５４３２令和元年 度

4.70.51.89.8▲3.6 ▲1.1 1.2県 税 伸 び 率

○県税伸び率の推移（当初予算ベース） （単位：％）

○財政関係２基金残高の推移（各年度末） （単位：億円）

Ⅲ 予算案の概要 （２） 歳入予算の特徴 ①自主財源

6

※ 当初の令和元年度、５年度は６月補正後、年度末の令和６年度は２月補正後

７６５４３２令和元年 度

239254257335237231227基 金 残 高 （ 当 初 ）

－564584565587440440基 金 残 高 （ 年 度 末 ）



対前年度
増 減 率

対前年度
増 減 額

令和６年度令和７年度
区 分

構成比当初予算構成比当初予算

0.415.257.93,820.257.43,835.4依 存 財 源

8.317.63.2211.43.4229.0地 方 譲 与 税

(9.9)(18.5)(2.8)(186.7)(3.1)(205.2)（ 特 別 法 人 事 業 譲 与 税 ）

▲78.6▲20.20.425.70.15.5地 方 特 例 交 付 金

1.019.929.11,917.829.01,937.7地 方 交 付 税

▲7.3▲0.20.03.10.02.9交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

5.352.315.0987.615.61,039.8国 庫 支 出 金

▲8.0▲54.210.2674.69.3620.5県 債

(▲6.1)(▲40.6)(10.0)(661.0)(9.3)(620.5)（ 臨 時 財 政 対 策 債 除 く ）

(皆減)(▲13.6)(0.2)(13.6)(－)(0.0)（ 臨 時 財 政 対 策 債 ）

○ 地方特例交付金は、個人県民税の定額減税分の減等により、6億円（対前年度20.2億円、78.6％減）

○ 地方交付税は、前年度を上回る1,938億円（対前年度19.9億円、1.0％増）

○ 県債は、県有スポーツ施設整備費の減等により、621億円（対前年度40.6億円、6.1％減）

このうち、地方交付税の代替財源である臨時財政対策債は､新規の発行額なし（対前年度13.6億円減）

○依存財源の状況 （単位：億円、％）

Ⅲ 予算案の概要 （２） 歳入予算の特徴 ②依存財源
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対前年度増減率対前年度増減額令和６年度令和７年度区 分

1.019.91,917.81,937.7地 方 交 付 税

皆減▲13.613.60.0臨時財政対策債

0.36.31,931.41,937.7合 計

対前年度増減率対前年度増減額令和６年度令和７年度区 分

▲8.0▲54.2674.6620.5県 債 発 行 額

(▲6.1)(▲40.6)(661.0)(620.5)(臨時財政対策債除く）

▲0.3▲22.38,542.58,520.2県 債 残 高

(3.8)(222.0)(5,771.0)(5,993.0)(臨時財政対策債除く）

７６５４３２令和元区 分

9.310.28.08.410.911.512.0県 債 依 存 度

(9.3)(10.0)(7.6)(7.0)(6.1)(8.6)(9.1)(臨時財政対策債除く）

○地方交付税及び臨時財政対策債の状況 （単位：億円、％）

○県債の状況 （単位：億円、％）

○県債依存度の推移（当初予算ベース） （単位：％）

※県債残高は、令和７年度は当初予算編成後、令和６年度は２月補正後の年度末見込額

Ⅲ 予算案の概要 （２） 歳入予算の特徴 ②依存財源
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※令和元、５年度は６月補正後
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臨時財政対策債除く発行 臨時財政対策債発行 口蹄疫対策転貸債等
県債残高 臨財債除く

※ 口蹄疫対策転貸債等：口蹄疫復興対策を実施する財団法人が､その運用益で事業を実施できるよう､元本として貸し付けた県債
※ 令和５年度までは決算額､令和６年度は２月補正後､令和７年度は当初予算編成後見込額

○ 令和７年度末の県債残高見込みは、8,520億円（対前年度末（見込み）22.3億円、0.3％減）

○ 臨時財政対策債を除く県債残高見込みは、5,993億円（対前年度末（見込み）222.0億円、3.8％増）

Ⅲ 予算案の概要 （２） 歳入予算の特徴 ②依存財源
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○款別の状況 （単位：億円、％）

対前年度
増 減 率

対前年度
増 減 額

令和６年度
当初予算

令和７年度
当初予算区 分

▲0.3▲0.0 11.9 11.8 議 会 費

▲13.5 ▲75.1554.1 479.0 総 務 費

5.050.51,010.81,061.4民 生 費

▲5.6 ▲16.2 292.0 275.8 衛 生 費

▲2.9 ▲0.5 18.0 17.5 労 働 費

1.4 7.7540.9 548.5 農 林 水 産 業 費

▲2.1▲9.7 470.0460.3商 工 費

5.3 38.1 721.8 759.9 土 木 費

0.6 1.7 299.6 301.3 警 察 費

3.847.1 1,247.01,294.1教 育 費

6.0 10.6176.3 186.9 災 害 復 旧 費

1.510.6727.6 738.2 公 債 費

3.216.9 526.9543.8諸 支 出 金

0.0 0.0 1.0 1.0 予 備 費

1.281.8 6,597.86,679.6歳 出 合 計

○ 総務費は、国民スポーツ大会事業費の減等により、479億円（対前年度75.1億円、13.5％減）

○ 民生費は、県立施設維持管理費の増等により、1,061億円（対前年度50.5億円、5.0％増）

○ 衛生費は、県立病院運営費貸付金の減等により、276億円（対前年度16.2億円、5.6％減）

○ 教育費は、県立特別支援学校整備費の増等により、1,294億円（対前年度47.1億円、3.8％増）

Ⅲ 予算案の概要 （３） 歳出予算の特徴 ①款別の状況
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○性質別の状況 （単位：億円、％）

対前年度
増 減 率

対前年度
増 減 額

令和６年度
当初予算

令和７年度
当初予算区 分

0.1 3.02,398.12,401.1義 務 的 経 費

▲0.6▲8.8 1,564.41,555.6人 件 費

6.7 10.3 152.6162.9扶 助 費

0.2 1.5 681.1682.6公 債 費

1.3 19.21,444.51,463.7投 資 的 経 費

0.78.6 1,268.11,276.8普 通 建 設 事 業 費

(▲1.5)(▲12.6) (815.7)(803.1)（ う ち 補 助 ）

(6.9)(25.9) (372.3)(398.1)（ う ち 単 独 ）

(▲5.8)(▲4.7) (80.2)(75.5)（ う ち 直 轄 ）

6.010.6 176.3186.9災 害 復 旧 事 業 費

2.2 59.62,755.22,814.8その他一般行政経費

1.2 81.86,597.86,679.6歳 出 合 計

※ 普通建設事業費の補助、単独には、それぞれ受託事業を含む

○ 義務的経費は、扶助費の増により、2,401億円、比率35.9％（対前年度3.0億円、0.1％増）

○ 投資的経費は、普通建設事業費の増により、1,464億円、比率21.9％（対前年度19.2億円、1.3％増）

○ その他一般行政経費は、公立学校情報機器整備事業の増等により、2,815億円、比率42.1％（対前年度

59.6億円、2.2％増）

Ⅲ 予算案の概要 （３） 歳出予算の特徴 ②性質別の状況

11



553 

192 
187 
113 

3,953 3,933 3,917 3,908 
4,022 4,084 4,068 4,113 

4,234 4,285 

2,500

3,000

3,500

4,000

0

250

500

750

1,000

1,250

1,500

H28 29 30 R元 2 3 4 5 6 7

億円億円
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その他 後期高齢者医療制度 介護保険制度 国民健康保険制度 一般財源総額

※ いずれも各年度の当初予算額

〇 消費税及び地方消費税の引上げ分は、地方税法等に基づき、年金、医療及び介護の社会保障給付並びに

子ども・子育て支援、その他社会保障施策に要する経費に充当

〇 引上げ分の地方消費税収152億円に対し、社会保障関係費(一般財源ベース)は、1,045億円

歳入
引上げ分の地方消費税収

151.6億円

歳出
社会保障関係費

（一般財源ベース）

1,044.5億円

（単位：億円）

うち一
般財源予算額事 項うち一

般財源予算額事 項

24.824.8地域子ども・子育て支援事業費192.4193.9後期高齢者医療制度

125.5125.5教育・保育給付費187.2188.2介護保険制度

19.238.5児童保護費113.0113.0国民健康保険制度

24.724.7児童手当県負担金9.561.8医療介護総合確保基金事業費

194.2213.5子ども・子育て支援 計9.819.5指定難病医療費

337.1438.9その他の社会保障に要する経費1.32.6小児慢性特定疾病医療費

1,044.51,231.3合 計513.3578.9医療・介護 計

881 898863841
976 1,045

937 948 952

Ⅲ 予算案の概要 （３） 歳出予算の特徴 ③社会保障関係費の状況
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Ⅲ 予算案の概要 （４） 特別会計

対前年度
増 減 率

対前年度
増 減 額

令和６年度
当初予算

令和７年度
当初予算会 計 名

5.2 1.0 20.021.1開 発 事 業 特 別 資 金

7.0 5,191.8 74,389.079,580.8公 債 管 理

▲1.2 ▲1,386.2 111,259.4109,873.3国 民 健 康 保 険

▲18.2 ▲52.0 286.6234.6母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金

7.8 11.1 141.0152.0山 林 基 本 財 産

▲16.5 ▲33.0 199.9166.9拡 大 造 林 事 業

0.8 7.0 914.5921.5林 業 改 善 資 金

113.8 325.4 285.9611.2小 規 模 企 業 者 等 設 備 導 入 資 金

▲91.9 ▲48.1 52.44.2えびの高原スポーツレクリエーション施設

53.8 53.3 99.1152.4県 営 国 民 宿 舎

▲26.4 ▲62.4 235.9173.5沿 岸 漁 業 改 善 資 金

18.8158.7 846.01,004.7公 共 用 地 取 得 事 業

▲17.2 ▲241.9 1,407.11,165.2港 湾 整 備 事 業

3.9 9.1 231.1240.2県 立 学 校 実 習 事 業

10.7 533.8 4,992.25,526.0育 英 資 金

2.3 4,467.5 195,360.2 199,827.7 合 計

○ 公債管理特別会計は、借換債の増等により、795億8,100万円（対前年度52億円、7.0％増）

○ 小規模企業者等設備導入資金特別会計は、高度化資金借入金償還の増等により、6億1,100万円（対前年

度3億2,500万円、113.8％増）
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（単位：百万円、％）



Ⅲ 予算案の概要 （５） 公営企業会計

○ 電気事業会計は、固定資産除却費の減等により、102億1,700万円（対前年度8億6,900万円、7.8％減）

○ 工業用水道事業会計は、建設改良費の減等により、6億3,500万円（対前年度1億6,400万円、20.6％減）

○ 地域振興事業会計は、修繕費の減等により、3,900万円（対前年度1,100万円、21.6％減）

○ 県立病院事業会計は、資産購入費の減等により､555億8,300万円（対前年度11億8,100万円、2.1％減）

※一般会計からの繰出金は、診療報酬では賄うことが困難な経費の増（人事委員会勧告に伴う給与改定、

物価高騰に伴う診療材料費等の増）等により、76億4,100万円（対前年度9億1,700万円、13.6％増）

14

（単位：百万円、％）

対前年度
増 減 率

対前年度
増 減 額

令和６年度
当初予算

令和７年度
当初予算会 計 名

▲7.8 ▲868.911,086.3 10,217.4 電 気 事 業

▲20.6▲164.4 799.2 634.7 工 業 用 水 道 事 業

▲21.6 ▲10.850.039.2地 域 振 興 事 業

▲2.1 ▲1,181.1 56,764.0 55,583.0 県 立 病 院 事 業

▲3.2 ▲2,225.2 68,699.5 66,474.3 合 計



Ⅲ 予算案の概要 （６） 重点施策等 ①日本一挑戦プロジェクトの着実な推進
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◎施策の体系（出逢い・結婚・子育て関係）



Ⅲ 予算案の概要 （６） 重点施策等 ①日本一挑戦プロジェクトの着実な推進
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Ⅲ 予算案の概要 （６） 重点施策等 ①日本一挑戦プロジェクトの着実な推進

18









19

～ひなたで見つけた、わたしらしさ。～









◎施策の背景（若者・女性を重視した人口減少対策の強化）



Ⅲ 予算案の概要 （６） 重点施策等 ②若者・女性を重視した人口減少対策の強化
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Ⅲ 予算案の概要 （６） 重点施策等 ③持続可能な未来に向けた基盤づくり
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Ⅲ 予算案の概要 （６） 重点施策等 ③持続可能な未来に向けた基盤づくり
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Ⅲ 予算案の概要 （６） 重点施策等 ③持続可能な未来に向けた基盤づくり
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Ⅲ 予算案の概要 （６） 重点施策等 ④その他
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Bokusui Award 30th Anniversary



Ⅲ 予算案の概要 （６） 重点施策等 ④その他
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Ⅳ 参考 令和６年度２月補正予算案の概要

○ 国の経済対策（補正予算第１号）を踏まえ、物価高対策や「地方創生2.0」に関連する予算を２月補正で

措置し、令和７年度当初予算と一体的に展開

※国補正に伴う国土強靱化対策（公共事業）については、先行して11月補正で予算化
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Ⅳ 参考 令和６年度２月補正予算案の概要


